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地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱の一部改正（R6 当初③（被災地域鉄道路線代替輸送事業）） 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱の一部を次のように改正する。 

 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後

欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、改正後欄に掲げ

る対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

  附  則（国総地第７４号） 

（エリア一括協定運行事業に関する検討） 

 

第３条 （略） 

 

  附  則（「国総地第１１８号」、「国総地第１１８号」） 

第１条 （略） 

 

（被災地域鉄道路線代替輸送事業） 

第２条 大臣は、令和５年度予備費及び令和６年度予算に限り、第９８条第

３項に規定する鉄軌道事業者が、特定大規模災害その他著しく異常かつ

激甚な非常災害（大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年法律第

５５号）第２条第九号に規定する災害をいう。以下「非常災害」という。）

の影響により鉄軌道の運行が妨げられ、長期（おおむね１月以上）の運行

休止が生じた鉄軌道路線に代わり、通学又は通勤等の移動手段を確保す

るため、一般貸切旅客自動車運送事業者又は一般乗用旅客自動車運送事

業者に代替輸送を委託する事業（以下「被災地域鉄道路線代替輸送事業」

という。）を行う場合においては、この条から附則第１２条までに定める

 附  則（国総地第７４号） 

（エリア一括協定運行事業に関する検討） 

 

第３条 （略） 

 

  附  則（「国総地第１１８号」） 

第１条 （略） 

 

（被災地域鉄道路線代替輸送事業） 

第２条 大臣は、令和５年度予備費に限り、第９８条第３項に規定する鉄軌

道事業者が、特定大規模災害その他著しく異常かつ激甚な非常災害（大規

模災害からの復興に関する法律（平成２５年法律第５５号）第２条第九号

に規定する災害をいう。以下「非常災害」という。）の影響により鉄軌道

の運行が妨げられ、長期（おおむね１月以上）の運行休止が生じた鉄軌道

路線に代わり、通学又は通勤等の移動手段を確保するため、一般貸切旅客

自動車運送事業者又は一般乗用旅客自動車運送事業者に代替輸送を委託

する事業（以下「被災地域鉄道路線代替輸送事業」という。）を行う場合

においては、この条から附則第１２条までに定めるところにより、予算の
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ところにより、予算の範囲内において被災地域鉄道路線代替輸送事業を

行う者（以下この条から附則第１２条までにおいて「補助対象事業者」と

いう。）に補助金を交付することができるものとする。 

 

（補助対象期間） 

第３条 被災地域鉄道路線代替輸送事業における補助対象期間は、国庫補

助金を受けようとする会計年度とする。なお、令和６年度予算分の補助対

象期間は令和６年４月１日から令和６年４月５日とする。 

 

第４条～第５条 （略） 

 

（補助金交付申請） 

第６条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第

７－１による補助金交付申請書を、補助金の交付を受けようとする会計

年度の３月３１日までに（令和６年度予算分については令和６年９月３

０日までに）大臣に提出しなければならない。 

 

２ （略） 

 

第７条 （略） 

 

（補助対象事業実績報告） 

第８条 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、様式第７－４

による補助対象事業実績報告書を、補助対象事業が完了した翌年度の４

月１０日までに（令和６年度予算分については令和６年９月３０日まで

に）大臣に提出しなければならない。 

 

範囲内において被災地域鉄道路線代替輸送事業を行う者（以下この条か

ら附則第１２条までにおいて「補助対象事業者」という。）に補助金を交

付することができるものとする。 

 

（補助対象期間） 

第３条 被災地域鉄道路線代替輸送事業における補助対象期間は、国庫補

助金を受けようとする会計年度とする 

 

 

第４条～第５条 （略） 

 

（補助金交付申請） 

第６条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第

７－１による補助金交付申請書を、補助金の交付を受けようとする会計

年度の３月３１日までに大臣に提出しなければならない。 

 

 

２ （略） 

 

第７条 （略） 

 

（補助対象事業実績報告） 

第８条 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、様式第７－４

による補助対象事業実績報告書を、補助対象事業が完了した翌年度の４

月１０日までに大臣に提出しなければならない。 
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第９条～第１１条 （略） 

 

（経過措置） 

第１２条 令和５年度当初予算及び令和６年度予算に係る補助対象事業の

取扱いについては、なお従前の例による。 

２ （略） 

 

附則別表１（令和６年２月２１日改正附則第４条関連） 
（略） 
 

第９条～第１１条 （略） 

 

（経過措置） 

第１２条 令和５年度当初予算に係る補助対象事業の取扱いについては、

なお従前の例による。 

２ （略） 

 

附則別表１（令和６年２月２１日改正附則第４条関連） 
（略） 
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